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特集  財政の見直しが急務

　
上
図
か
ら
、
現
在
市
は
歳
入
の

44
％
を
他
者
に
依
存
し
て
い
る
こ
と

が
分
か
り
ま
す
。

　
中
で
も
、
市
の
借
金
で
あ
る
市
債

は
、
平
成
21
年
度
に
約
35
億
円
発
行

し
て
お
り
、
一
般
会
計
の
市
債
残
高

は
現
在
、
約
２
６
４
億
円
に
上
っ
て

い
ま
す
（
右
図
）
。

　現在、市では人件費などの支
出の削減に取り組むほか、歳入
（収入）の増加を図るため企業
誘致にも力を入れています。
　しかし、近い将来、地方交付
税の大幅な減額など、市の財政
は確実に厳しさを増していきま
す。
　来たるべき時に向け、新しい
財政の仕組みづくりや、体制づ
くりが急務となっています。

〈市債残高の推移〉

　
市
の
さ
ま
ざ
ま
な
事
業
を
進
め
る

上
で
、
そ
の
費
用
の
元
と
な
る
の
が

歳
入
（
収
入
）
で
す
。

　
平
成
21
年
度
決
算
（
上
図
）

で
は
、
歳
入
は
５
１
０
億
１
，

２
１
１
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ

の
お
金
が
、
昨
年
度
、
市
の
お
財
布

に
入
っ
て
い
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。

お
財
布
の
中
の
44
％
は

依
存
財
源

　
歳
入
は
大
き
く
分
け
て
、
自
主
財

源
と
依
存
財
源
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

自
主
財
源
と
は
、
市
税
や
手
数
料
な

ど
、
市
が
直
接
得
て
い
る
収
入
で
、

依
存
財
源
と
は
、
市
債
（
借
金
）
や

国
か
ら
の
補
助
金
な
ど
、
他
者
か
ら

得
て
い
る
収
入
で
す
。
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自主財源

284億 1,375万円

依存財源

225億 9,836万円

市税など市の直接的な収入

国などからの補助金や市債

平成 21年度決算を見ると…

自主財源の内訳

依存財源の内訳
〈市債〉
約 35億円

〈市税〉
約 186億円
64%

〈地方交付税〉
約 65億円
29%
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一般会計歳入（収入）

510億1,211万円

で
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
そ
れ
以
降

は
徐
々
に
減
り
、
平
成
33
年
度
に
は

平
成
21
年
度
と
比
べ
て
17
億
円
も
減

額
さ
れ
ま
す
（
左
図
上
）
。

歳
出
は
右
肩
上
が
り

　
こ
の
よ
う
に
歳
入
が
減
る
一
方
で

歳
出
の
状
況
を
見
て
み
る
と
、
高
齢

化
や
景
気
の
低
迷
な
ど
の
影
響
で
、

医
療
費
や
生
活
保
護
費
な
ど
に
支
出

さ
れ
る
扶
助
費
が
、
年
々
右
肩
上
が

り
に
な
っ
て
い
ま
す
（
左
図
下
）
。

　
今
後
、
こ
う
し
た
市
民
の
生
活
や

命
を
守
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
費
用

を
、
い
か
に
確
保
し
て
い
く
の
か
が

重
要
と
な
る
た
め
、
市
で
は
、
10
年

後
、
20
年
後
の
将
来
に
向
け
て
、
財

政
の
見
直
し
を
進
め
て
い
ま
す
。

　
次
に
、
将
来
的
な
歳
入
に
つ
い
て

は
ど
う
で
し
ょ
う
か
？

　
ま
ず
、
自
主
財
源
の
６
割
を
占
め

る
市
税
（
市
民
税
な
ど
皆
さ
ん
か
ら

納
め
て
い
た
だ
い
て
い
る
税
金
）
に

つ
い
て
考
え
て
み
る
と
、
景
気
の
状

況
に
も
よ
り
ま
す
が
、
少
子
化
に

よ
る
生
産
者
人
口
の
減
少
な
ど
か

ら
、
今
後
、
税
収
の
大
幅
な
伸
び
は

見
込
め
ま
せ
ん
。

　
ま
た
、
依
存
財
源
の
３
割
を
占
め

る
地
方
交
付
税
（
国
か
ら
市
へ
交
付

さ
れ
る
お
金
）
に
つ
い
て
は
、
現
在

１
市
３
町
が
合
併
し
た
こ
と
に
よ
る

特
例
措
置
を
受
け
て
お
り
、
通
常

（
合
併
し
な
か
っ
た
場
合
に
）
交
付

さ
れ
る
金
額
よ
り
増
額
さ
れ
て
い
ま

す
。

　
こ
の
特
例
措
置
は
平
成
28
年
度
ま
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〈地方交付税の合併による特例措置分の推移〉

〈扶助費の推移〉

市は
どんな工夫を
しているの？

め、限界はありますが、今後
もさらに効率化を進めていき
ます。

2公債費（借金返済
のお金）を縮減

　市では公債費を縮減するた
め、かつて借り入れた市債
（借金）を、より低利率で借
り換えしたり、繰り上げ償還
（返済）するなどしていま
す。
　これにより、平成 19 年度
～ 21 年度までに、約 16 億
円を縮減することができまし
た。

1人件費をカット
　合併後、各市町で行われて
いた同じような事業を一つに
まとめるなど、事務・事業の
効率化を図っています。
　また、退職者数に対して採
用者数を 1/2 としており、
職員数は合併時に比べ 5 年
間で 190 人削減しました。
　この結果、平成 17 年度と
比べて平成 21 年度決算で
は、人件費を約 15 億 6,000
万円減少させることができま
した。
　市民サービスを維持するた

3市の仕事や利用者
の負担を見直す

　限られた財源・人員をより
効率的に配置するため、事業
の見直しは必須です。
　市では、昨年 4月と 11 月
に『事業仕分け』を実施しま
した。
　事業仕分けの結果は、予算
編成や事業の実施内容へ反映
していきます。
　また今後は、各種公共施設
などの使用料や、補助金につ
いても見直し作業を進めてい
きます。

　入ってくるお金の増加は見
込めないけど、出ていくお金
は確実に増えていく…。
　市では、こうした状況を見
込んで、さまざまな対策を実
施しています。
　ご理解とご協力をお願いし
ます。
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